
●公的医療制度と労働形態
目下、「ギリシャ危機」が取りざたされている

ギリシャは面積１３万平方キロメートル、人口１０００
万人、海に囲まれ、陸地はアルバニア、マケドニ
ア、ブルガリア、トルコと国境を接している。現
在のギリシャの金融債務危機は日本と類似点を指
摘される場合もあるが、国内の社会政策はどのよ
うになっているのであろうか。
ギリシャの GDPは２００７年まではそれほど悪く

はないというより良好であった。２００６年５．５％、
２００７年３．０％、２００８年－０．２％、２００９年－３．２％、
２０１０年－３．５％である。ギリシャの危機は国内経
済の危機というより、グローバルな金融市場から
の影響が大きいと思われる。政府の財政収支赤字
は、２００９年度に－２３％と最高値を示し、２０１１年度
は－１４％である。統計を見る限り２００９年度が最悪
だったと思われる。日本の半分赤字財政と比べる
どうであろうか。ギリシャは雇用や失業率も EU
の中で良くもないが悪くもない数値を示してきた。
いわゆるギリシャは公務員が多すぎる、５人に１
人だという批判も正鵠を射ているとはいえない。
その非難はおそらく労働統計（表）の中での区分
の「行政・公益」という項目の数字を根拠にして
いると思われるが、とりあえず「行政・公益」と
訳したが、その労働区分の中には医療や社会サー
ビスなどに従事する現業の勤労者も含まれている。
これはギリシャの医療制度が普遍主義的な制度で
公的医療を基礎にしているためと思われる。
２０１０年の地方選挙により、地方政府に分権化が
部分的に進められ、医療制度においては第一次医
療の公的医療としての充実が図られた。公的医療
制度における公的医療機関とは、必ずしも公立病
院といった公立医療機関をさすものではない。あ
くまでも公的医療制度と契約をしている医療機関

であり、医師個人である。医師の一部はプライマ
リイケアに携わり、半分は公的病院勤務医であっ
たりする。ギリシャの労働者区分概念では、いわ
ゆる日本の「公務員」という概念で公的労働者の
すべてを包摂することは妥当ではない。日本では
１９７０年代に、芝田進午氏をはじめとして、「公務
労働論」が展開されたが、これにともない公務員
は労働者か否かという議論もあった。現在、公務
労働に従事する勤労者が「公務員」である比率は
徐々に低下し、非公務員の数が増加しつつある。
この点で、公務員削減議論には見落としがあると
思われる。実体は「公的セクター労働者」として
全体を捉えるしかなくなりつつあると思われる。
ギリシャの場合も、公的医療制度に従事する「民
間労働者」という部分が多く存在する。また医療
と関連する介護・障害者などを対象とした社会サ
ービス分野は公立施設にくわえ、非営利の供給機
関の制度的な導入を進めている。１９９９年に社会的
協同組合法（所管健康省）を制定して、社会サー
ビス分野での拡充を進めている。また２０１０年の社
会的企業（市民非営利会社）の法制度化（民法改
正第７４１条）を作り、地域での介護事業も含まれ
ている。これらは EUの社会政策と連動したもの
である。余談であるが、社会政策の医療政策の面
から見ると、ギリシャがユーロを離脱するという
ことは、あまり現実的とは思われない。

●ギリシャの労働力
ギリシャの官庁統計はあまり整備されていると

はいえない。あくまでも参考値とみなすべきであ
ろう。ギリシャの医療労働人口統計は統計上どこ
に区分されているかといえば、主として「行政・
公益」の中に含まれると考えられる。また、第一
次産業の比率が日本などと比べる高いし、またい
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表１ ギリシャの雇用人口

分野 ２０１１年 ２００８年

全体 全体比 被用者 全体 全体比 被用者

農水 ５１１，６４２ １１．６％ ７７，３７０ ５２９，４４２ １０．７％ ８０，６７７

工業 ４７０，５４４ １０．６％ ３６０，０８９ ５６８，７０６ １１．８％ ４３８，０３３

建設 ２５５，１５５ ５．８％ １６４，５２４ ３８６，３１７ ８．０％ ２６１，１３０

商業サービス １，４２２，１８２ ３２．１％ ８２０，０００ １，５３３，１１３ ３１．６％ ９０４，３２２

情報 ７３，７３６ １．７％ ６２，２３６ ８２，８６１ １．７％ ７０，６４０

金融保険 １０８，７３０ ２．５％ ９８，４１５ １１４，３８６ ２．４％ １０３，７５５

不動産 ３，５４５ ０．１％ １，８３３ ５，００６ ０．１％ ２，０１８

科学技術 ３３０，４３２ ７．５％ １８８，５５１ ３４０，７２４ ７．０％ １９７，６８９

行政・公益 ９５２，７５８ ２１．５％ ８８４，８５１ ９７３，８１７ ２０．１％ ９１１，５３８

余暇・芸能 ２９６，３１０ ６．７％ ２３１，６７３ ３１２，０２６ ６．４％ ２３３，３６５

合計 ４，４２５，０３４ １００．０％ ２，８８９，４５２ ４，８４６，３９８ １００．０％ ３，２０３，１５６

出所：ギリシャ統計局資料にもとづく、
注：医療・社会保障などの従事者は「行政・公益」分野に入る。

わゆる自営業の比率も高い（日本の統計では近年、
自営業が急速に減少し、勤労者の多くが賃金労働
者になっている）。このことは労働市場問題ある
いは雇用問題を考える上で留意しておく必要があ

ろう。いわゆる失業とは賃金労働者・被雇用者に
おける数字であるからである。ギリシャでは統計
上把握されない数字があるように思われる。

●社会保険制度
ギリシャの医療制度である国民保健制度（ESY，

NHS）は、１９８３年に確立した基本的に医療費無料
の普遍主義に基づく制度である。これは社会保険
制度で支えているという点で日本の国民皆保険制
度と類似した点もある。第一次医療は地域の診療
所が行い、第二次医療の担い手の病院は公立病院、
営利病院、社会保険病院の三種類の医療機関が社
会保険基金と契約を行い、医療サービスを提供す
る。地域的にはアテネ地域に１０２病院と全体の１
／３が集中している。社会保険制度は、勤労者社
会保険制度（IKA）が人口の５０％をカバーしてい
る。ここには事業主、従業員が加入し家族にもサ
ービスを提供する。農村社会保険制度（OGA）
は人口の２５％をカバーしている。自営業社会保険
（OAEE）が人口の１３％をカバーしている。OAEE
には専門職などの社会保険基金も所属している。
社会保険基金は職能別に全体で３２ほど存在する。
近年の経済危機により従来の公的医療制度の無

料、サービスの質があまり高くない、ウェイティ
ングタイムが長いという長短所の問題点が顕在化
しており、医療制度改革が必至とされている。こ
の２年で政府の公的医療支出は１３％のカットを行
っている。
また、公的医療制度外の民間医療機関も併存し

ており、より良質・アクセスのよい民間医療機関
を利用する人口も多い。しかし、経済危機により、
より高額費用の民間医療機関の利用数は減少しつ
つあるといわれる。

●ギリシャの社会的経済
ギリシャでは非営利組織や協同組合に関する法

制は比較的整備されている。非営利・協同運動自
体は１９３０年代からあり、最初の非営利組織法は
１９３１年に制定されたが、一連の非営利・協同法の
制定は１９８０年代前後以降からである。これらは
EUの非営利・協同関連の法制度化と合わせて進
められた。それに伴いギリシャは EUの社会基金
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表２ ギリシャの医師数（２０１０年）

種類 専門医 一般医 医師小計 歯科医 合計
人数 ４１，６２８ ２７，６３７ ６９，２６５ １４，６６１ ８３，９７６

出所：ギリシャ統計局にもとづく

表３ 病院数、ベッド数、勤務医数、看護師数（２００９年）

病院 ベッド数 医師数 看護師数
３１３ ５４，７０４ ２７，３８６人 ３７，９０５人

軍病院は除く 大卒１，１１０人

出所：ギリシャ統計局資料に基づく

表４ 医療機関の種類（２０１０年）

公的病院 民間病院 民間診療所 病院合計 保健センター
施設数 １４２ ５ １６６ ３１３ １９１
ベッド数 ３８，１１５ １，４６５ １５，１２４ ５４，７０４ １，００４
NHS制度（社会保険）適用 ◎ × ◎ ◎

出所●ギリシャ統計局資料に基づく

などの支援を多く受けてきた。ギリシャは市場社
会化ではなく、非営利・協同社会化をそれなりに
近年進めてきたといえる。その流れを逆行させる
ことは難しいと思われる。ギリシャ地方自治体連
合会は社会的経済センターと協働して社会サービ
ス分野の事業を推進している。健康省は社会的協
同組合と障害者雇用政策を実施している。行政と

社会的経済セクターとの協働が雇用や社会サービ
スなどの分野で強化されつつある。
ギリシャの政治情勢は予断を評さないが、少な

くとも現行の国民医療保険制度が解体したり、い
わゆる「公務員」の急激な削減ということも起ら
ないと思われる。ギリシャ危機は国外（対外）問
題としてきびしく進行していくのであろう。

（いしづか ひでお、研究所主任研究員）
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